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現行計画における施策進捗状況の整理

施　　策

方針１　区民・事業者・区の協働による３Ｒを推進します

(１) 区民主体の集団回収への支援事業の拡充

○集団回収事業者認定制度の認定事業者数の拡大

年１回認定事業者を募集、認定している。

○資源の市況価格に左右されない事業者支援の枠組みの検討

令和２年度に古紙相場に連動した支援金を創設した。

○区民へ向けた良好な取り組みをしている活動団体の紹介

引き続き調査・検討中である。

(２) 区民へのきめ細かい情報提供

○ごみ処理、リサイクル事業に係る経費や処理の状況などホームページや広報紙によ
る情報提供

ホームページでは、ごみ量の最新データを公表するほか、分別や資源回収等の情報を
提供している。

○ごみの排出原単位調査の継続的実施

計画の見直し時期に合わせて実施することとしており、令和元年度に引き続き、令和
４、５年度に行う予定である。

○「家庭ごみ・資源の分け方出し方」冊子の作成・配布

毎年度、「家庭ごみ・資源の分け方出し方」冊子の作成し配布している。

○広告媒体の多言語化、やさしい日本語の活用

「ごみ・資源の分け方出し方」については、外国語版として英語・中国語・ハングル
語・ベンガル語に対応し、区民事務所の窓口で配付、及びホームページに掲載してい
る。

○ＩＣＴの活用、チャットボットによる問い合わせ対応

北区情報政策課が導入予定のチャットボットシステムの活用を検討している。
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方針２　さらなるごみの減量化と資源の有効利用を推進します

２－１　家庭ごみの減量

(３) 生ごみの減量と食品ロスの削減

○大学と連携したリデュースクッキングのレシピ作成

区内施設でのリデュースクッキングレシピ冊子の配布や、リデュースクッキングの調
理実習会を行っている。【令和２年度以降感染症拡大防止のため実施なし】

○家庭における生ごみの乾燥・水切りの徹底など発生・排出抑制に重点を置いた啓
発・周知活動の推進

ホームページでの周知のほか、「食品ロス削減月間（10月）」に、ホームページ、北
区ニュース（広報紙）、Facebook、Twitterへの記事の掲載を行っている。

○ホームページやイベントにおける正しい知識や工夫等についての普及啓発

区民まつりや環境展、消費生活フェア等区のイベントへの出展や、３０・１０運動の
推奨等「おいしい食べきり」全国共同キャンペーンへの参加等に取り組んでいる。

○食品ロス削減推進計画の策定

令和３年10月に「北区食品ロス削減推進計画」を策定した。

○食品ロス削減協力店登録制度の検討

コロナ禍等における効果などを検討し、現時点では制度の導入を見送っている。

○フードドライブの具体的施策の検討

令和３年７月から、区施設を常設窓口としたフードドライブの取り組みを試行実施し
ている。

(４) 雑がみの資源化

○雑がみのリサイクルの周知

「雑がみ」のリサイクルについて、ホームページや冊子に掲載している。

○イベント等を通じた雑がみ回収袋による回収の普及啓発

イベントで雑がみ袋を持ち帰り用の袋に使用するなどしている。

(５) 不燃ごみ・粗大ごみの資源化

○不燃ごみの資源化率90％以上を目標とした資源化の取り組み

令和元年度から、不燃ごみに含まれる金属資源（小型家電等を含む）とその他不燃
（ガラス・陶器など）を別袋で収集し、民間事業者による資源化を開始した。令和２
年度において、資源化率は90％以上を維持している。

○粗大ごみの資源化率向上に向けた取り組み

清掃事務所内の粗大ごみ中継所で、金属が含まれる粗大ごみを選別して資源化処理施
設に搬入して資源化している。更なる資源化率向上にむけ、引き続き調査・検討して
いく。

(６) プラスチックごみの減量

○ホームページやイベント等を通じたマイバッグ、マイボトルの推奨、使い捨てプラ
スチックを使用しないライフスタイルへの転換促進

令和２年７月のレジ袋有料化に伴い、ホームページ等での情報提供や呼びかけを行っ
ている。なお、レジ袋削減の事業者に対する取り組みは終了している。

○発泡トレイ（拠点回収）の回収場所の拡充や区民への周知

公共機関などに回収ボックスを設置し、ホームページや冊子で周知を図っている。

○環境負荷や処理経費を含めた総合的な検討

可燃ごみとして収集しているプラスチックを資源としてリサイクルするため、令和４
年10月から滝野川地区、令和５年４月から王子・赤羽地区で分別回収を開始する。
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今後のごみ減量の推進について
現行施策進捗状況一覧 補足資料

資料２補足



（１）区民主体の集団回収への支援事業の拡充

【集団回収】
任意の団体（町会自治会・マンション管理組合

・PTAなど）が、家庭から出る古紙などの資源を
集め、各団体が契約した資源回収業者に引き
渡す、自主的な資源回収活動

１



【令和３年度実績】
●実施団体数 ３９０団体
●認定事業者数 ７事業者
●報奨金 約３２３０万円
●支援金 約 ７８０万円

※R2年度開始の支援金を含む

（１）区民主体の集団回収への支援事業の拡充

２



１．調査期間 令和４年７月1日（金）〜７月20日（水）
２．調査概要
（１）調査方法 世帯人数・ごみの蓄積日数のヒアリング、ごみ量計測

分析項目別（48項目）に重量を計測
（２）調査対象 可燃ごみ及び不燃ごみ（家庭）
（３）対象地域とサンプル数 ５つの地域（クラスター）

200サンプル（可燃・不燃別）
３

（２）区民へのきめ細かい情報提供
ごみ排出原単位調査の実施（R4・R5実施）

R4年度調査速報値 調査概要

※ごみ分類中写真



ごみ排出原単位調査の実施（R4・R5実施）
R4年度調査速報値 蓄積日数

[可燃ごみ] ［不燃ごみ］
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厨芥類, 35.8%

紙類, 23.2%
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繊維類, 
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ごみ排出原単位調査の実施（R4・R5実施）
R4年度調査 速報値 組成割合
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【英語】

【中国語版】

多言語対応
（ごみ・資源の分け方出し方）
【英・中・ハングル・ベンガル語】ごみ・資源の分け方出し方

（２）区民へのきめ細かい情報提供
【英語版】

７



チャットボット︓
人工知能を活用した「自動会話プログラム」

ＡＩチャットボットの導入

（２）区民へのきめ細かい情報提供

●北区公式ホームページ上に構築
●令和５年１月からを目途

８



リデュースクッキングレシピ

（３）生ごみの減量と食品ロスの削減

９



イベント出店（例︓R3/環境展、消費生活フェア、R4/SDGs体験MATSURI）

（３）生ごみの減量と食品ロスの削減
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家庭の未利用食品⇒子ども食堂へ

↑提供品の例
（Ｒ3消費生活フェア）

フードドライブ

（３）生ごみの減量と食品ロスの削減

令和3年度実績
（Ｒ3.7〜Ｒ4.3）
⇒1,258点 443.7kg

令和4年度実績
（R4.4〜R4.7）
⇒1,668点 496.9kg

11



（５）不燃ごみ・粗大ごみの資源化
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（６）プラスチックごみの減量

13

１０月より
滝野川地区、
５年４月より
王子・赤羽地区、
始まります
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回収するプラスチック

（６）プラスチックごみの減量

新たに回収日を設定
回収日

14

●容器包装プラスチック
●プラスチックのみでできている

製品プラスチック



金属部品が
ついている

まわりは
プラスチック
だが、中に
電池や金属
が使われている

ゴム製品

プラスチック回収に
出せないもの（６）プラスチックごみの減量

15



回収後の流れ
プラスチック

中間処理施設

（６）プラスチックごみの減量

マテリアルリサイクル
廃プラスチックを原料として

プラスチック製品に再生する手法

ケミカルリサイクル
廃プラスチックを科学的に分解する
などして化学原料に再生する手法

サーマルリサイクル

廃棄物の処理の際に発生する熱を、
「エネルギー」として回収し
利用する手法

リサイクル不可
となったもの

プラスチック製容器包装

製品プラスチック

16

（回収・運搬）



再資源化処理事業者
擬木柵

（マテリアルリサイクル）

プラマークのついているもの
（プラスチック製容器包装）

（６）プラスチックごみの減量

中間処理施設

17



中間処理施設

資源化事業者

資源化事業者の処理により
以下のものに生まれ変わります。

●ガス化（分子レベルまで分解し、
さまざまなものに利用されます

例 化学繊維や化学肥料など）

●油化→もう一度（石）油に

●高炉原料化・コークス炉化学原料化

●固形燃料（RPF)

●発電（サーマルリサイクル）など

プラマーク以外のもの
（製品プラスチック）

（ケミカルリサイクル）

（６）プラスチックごみの減量

18



リサイクル不可となったもの

中間処理施設で選別し、リサイクル不可（残渣）とされたものは

最終的に清掃工場にて焼却処理（サーマルリサイクル）されます。

サーマルリサイクル
中間処理施設

選別し、リサイクル不可

（６）プラスチックごみの減量

19



 

１．計画策定の概要 

（１）主旨と目的 

平成 27（2015）年９月、国際連合総会で採択された SDGs では、食品ロスの減少が重

要な柱として位置付けられ、CO₂排出量の削減効果も期待されています。 

北区では、令和２（2020）年３月策定の「北区一般廃棄物処理基本計画 2020」の基本

方針の中で、生ごみの減量と食品ロスの削減を重点事業として位置付け、削減への各種

取り組みを推進していくとしています。 

（２）計画期間    

２．食品ロスの現状と課題 

国によると、食品ロスは 612 万トン、国民 1 人あたり 1 日約 132ｇ発生しており、こ

れは、国連世界食糧計画（WFP）による令和元（2019）年の食料援助量約 420 万トンの 1.5

倍に相当します。 

東京都では年間約 51 万トン（平成 29（2017）年度）の食品ロスが発生しており、持

続可能な資源利用に向けた事業者とのモデル事業や各種イベントの開催等、食品ロス削

減に取り組んでいます。 

本区の平成 30（2018）年度における区民 1 人 1 日あたりのごみ総排出量は 804ｇで、

区民 1 人 1 日あたりのごみ排出量とともに全国平均・特別区平均を下回っています。し

かし、ごみの排出原単位調査（令和元年度）では、生ごみは可燃ごみの約 36％を占め、

そのうち約 21％が食品ロスという結果となり、年間約 2,311 トン、1 日あたり約 6.3 ト

ンの食品ロスが発生している計算になります。さらなるごみの減量化の視点からも食品

ロスの削減が重要な課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

〇北区の主な取り組み 

  

  

３．計画の目指す姿と削減目標  

 

 

 

 

 

４．推進施策 

（１）求められる役割と行動  

区民一人ひとりがこの問題を「我が事」として捉え、「理解」するだけでなく「行動」

に移すことが必要です。理解と行動の環が広がるように、各主体が連携してそれぞれの

役割と行動を実践するとともに、「区民運動」としてさらに能動的かつ協調して取り組む

ための基本的施策を推進します。 

（２）基本的施策 

 

効 果 的 な 普 及 啓 発 の

実施  

「リデュースクッキングレシピ」を使用した調理実習会の開催、食材の保

存方法の普及啓発、「賞味期限」と「消費期限」の正しい理解を促進するた

めの普及啓発、ローリングストックの普及啓発など 

消 費 者 教 育 等 を 通 じ

た取り組みの推進  

消費者庁の「エシカル特設サイト」への掲載やメールマガジン、消費生活

フェア等、機会を捉えた普及啓発 

食 育 に 関 す る 取 り 組

みとの連携  

食育関連イベント、関連部署の窓口、食育講座等で、食品ロス削減に関す

る普及啓発 

学 校 教 育 等 を 通 じ た

取り組みの推進 

学校における食品ロス削減に関する取り組みの実施についての普及啓発、

給食調理の野菜の可食部を可能な限り使用することの指導など 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

５．計画の推進体制及び進行管理 

「北区資源循環推進審議会」において評価・検証をしながら取り組みを進めます。  

取り組みの推進にあたっては、リサイクル担当部署を中心に、産業振興、福祉、保健、

学校等の各部署及び関係団体等と情報を共有し、連携、協力をします。 

施策の実施状況は、継続的に点検、進捗確認と検証を行い、必要に応じて施策の見直

しを行います。  

～「区民とともに」～ 

区民一人ひとりがゆとりと豊かさと夢を感じられる北区とするため、誰もが「他人事」ではなく「我

が事」として食品ロスの問題に関心をもち、実効性のある食品ロス削減の取り組みを推進します。 

基本理念 

区民 1 人 1 日あたりの食品ロス発生量を、 

令和元年度の 17.9ｇから、令和８（2026）年度には 15.4ｇへ 

教育及び学習の振興、普及活動（法第 14 条関係）  

目 標 

食品関連事業者等の取り組みに対する支援（法第 15 条関係）  
●飲食店における 30・10 運動の推進 

●HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理手法についての普及・指導  

●国が実施している「食品ロス削減推進大賞」等の周知 

●食品ロスの削減に関する施策の効果的な実施に資する調査・研究の推進  

表彰、実態調査等の実施・推進について（法第 16 条、法第 17 条関係）  

先進的な取り組みの情報収集及び提供（法第 18 条関係）  

未利用食品等を提供するための活動の支援（法第 19 条関係）  

●未利用食品等の有効活用（フードドライブ等による未利用食品有効活用のための体制

の構築） 

●災害備蓄食料の有効活用（町会・自治会、学校の防災訓練での利用や、北区社会福祉協議会等を

通じた子ども食堂等への提供による有効活用の促進、未利用食品マッチングシステムの活用促進） 

 

北区食品ロス削減推進計画の概要 

東京家政大学との連携事業  ホームページや SNS 等を活用した普及啓発  

イベントでの普及啓発  全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会への加盟  

新型コロナウイルス感染症の拡大による影響  

外出自粛やテレワークにより自宅で過ごす時間が長くなったことで、自宅で料理

をしたり食事をしたりする機会が増加し、家庭における食品ロス削減の取り組みが

ますます重要になってきています。家庭での食品ロス削減行動の定着に向け、これ

までの集客型のイベントによる普及啓発のみでなく、SNS、オンライン等の有効活用

による普及啓発が重要となってきています。  

令和３（2021）年 10 月～令和９（2027）年３月まで  

資料３ 



レジ袋削減促進事業の終了について 
 
１ 要  旨 

レジ袋削減促進については、平成 20 年 1 月の資源循環推進審議会答申にお
いて消費者・販売業者との意見交換の場が必要であるとされたことを受けて、事
業を立ち上げました。 

 
具体的には、「東京都北区３R 懇談会」を立ち上げ、消費者代表や関係事業者

からご意見をいただいたうえで、「東京都北区レジ袋削減協働宣言」「北区レジ袋
削減登録店制度」「北区商店街等レジ袋削減促進事業補助金制度」により、国の
レジ袋削減施策に先駆けて北区の区民・事業者・行政が一体となって取り組んで
きました。 

 
（１）東京都北区レジ袋削減協働宣言 
 平成 21 年６月２日に北とぴあで、「東京都北区レジ袋削減協働宣言」を行った。 

北区新生活運動推進協議会 北区清掃協力会 東京都北区シニアクラブ連合会 
東京都北区３Ｒ懇談会 東京都北区町会自治会連合会  
特定非営利活動法人北区リサイクラー活動機構 株式会社イトーヨーカ堂 
株式会社西友 株式会社ダイエー 株式会社東武ストア 
株式会社ライフコーポレーション サミット株式会社 社団法人王子法人会 
東京商工会議所北支部 東京都北区商店街連合会 東京都北区                           

             
（２）北区レジ袋削減登録店制度 
 レジ袋の削減に取組む小売店を登録して支援する。登録店は、ポイント還元、マイバッグ
提供、辞退声掛け等のレジ袋削減に有効な方法を選択・実施する。 

平成 21 年度 91 店舗が各取組を実施。 
 
（３）北区商店街等レジ袋削減促進事業補助金制度 
 商店街等が行う先進的かつ意欲あるレジ袋削減の取組事業（キャンペーン等）に対し、取
組事業経費の６分の５以内で、補助金を交付する。商店街限度額 50 万円、個店連携グルー
プ限度額 30 万円。 

平成 21，22 年度の 2 か年で 319 万円を補助。 
 
令和 2 年 7 月には全国でレジ袋の有料化が開始され、買い物の際にはマイバ

ッグを持参する、レジ袋を受け取らないという行動が一定程度定着しました。 
北区では、令和 4 年 10 月、5 年 4 月からプラスチックの分別回収を開始する

ことや、昨今、より幅広いワンウェイプラスチックの使用削減を図るための取組
みが求められていることも踏まえ、当事業は終了します。 
 

 
２ 今後の予定 

東京都北区３R 懇談会の構成員及び登録店にこれまでの活動に対する謝意と
事業終了を通知します。 

資料４ 



         

 
レジ袋をはじめとする容器包装の削減は、循環型社会の構築に向けた重要課題とさ 

れています。日本全国では、年間 30０億枚のレジ袋が使用され、国民１人あたりで 

は、年間約 300 枚が使用されています。 

レジ袋は手軽で便利ですが、使うのは買い物先から自宅までのわずかな時間で、そ 

のほとんどが結局はごみとして捨てられる場合が多いのが現状です。 

レジ袋を削減することは、原料である原油を節約するだけでなく、製造・処分に伴 

い発生する二酸化炭素を減らし、地球温暖化を防ぐことにもつながります。 

北区全体では、１年間でおよそ 9,900 万枚のレジ袋が使用されており、その製造・ 

処分に伴い、約 136 万 6 千リットルの原油が使用され、約 4,603 トンの二酸化炭素が 

排出されていることになります。 

 

 

東京都北区レジ袋削減協働宣言 
 

 

   私たちは、地球と人間がやさしく共生できる社会をめざして、現在の生活様式、事 

業のあり方を変え、身近なところから地球環境への負荷をできるかぎり減らすことを 

心がけます。 

１ 消費者である私たちは、買い物には、マイバッグを持って出かけ、不要なレジ袋 

を受け取らないようにします。 

２ 事業者である私たちは、簡易な包装に努め、必要のないレジ袋は渡さないように 

します。 

３ 北区は、マイバッグ持参等による不要なレジ袋の削減について、区民や事業者の 

理解と協力が得られるよう積極的な意識啓発・ＰＲに努め、効率的なごみ処理を 

推進します。 

４ すべての関係者がごみを減らし、貴重な資源を浪費しないよう努めます。 

 

   未来を担う子どもたちに、花とみどりあふれる北区を引き継ぐために、すべての関 

係者が力を合わせて不要なレジ袋を削減し、地球と人間が共生できる環境をめざして 

取り組むことを宣言します。 

                   

  平成２１年６月２日 
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２３区の排出量などの比較 

（１）23区におけるごみ量の推移 

令和 2年度の 23 区全体のごみ量は、308.6 万トンとなっており、1 人 1 日あたり 882.1g と

なっています。平成 26年度以降、減少が続いており、特に令和 2年度は大きく減少しました。

これは、事業所からのごみ等の持込量が減少したことが影響したと考えられます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）一般廃棄物処理実態調査結果（環境省） 

23 区におけるごみ量の推移 
 

（２）23 区と北区の可燃ごみ量の推移 

   23 区全体の推移として、平成 30 年度から令和元年度にかけて微増の傾向にあった可燃ご

みの収集量は、令和２年度大幅に増加しています。これは新型コロナウイルス感染症の拡大

防止のため自宅にいる時間が長くなったことが主な要因と考えられます。 

その後令和３年度には、令和元年度を下回るまでに収集量が減少しており、これらの増減

傾向は、北区でも同様となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）清掃事業年報（東京二十三区清掃一部事務組合） 

可燃ごみ収集量の推移比較 
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「北区災害廃棄物処理計画」  【概要版】 
 

 

○首都直下地震をはじめとする大規模災害に伴い発生した災害廃棄物を、迅速かつ適正に処理すること 

により、区民の生活環境の保全、公衆衛生を確保するとともに、早期の復旧、復興に資すること。 

○平常時にあらかじめ災害廃棄物処理における課題を抽出することで、より具体的かつ実効性ある災害 

廃棄物処理体制を構築すること。 

○区、特別区、東京二十三区清掃一部事務組合、東京二十三区清掃協議会、都、協定に基づく事業者 （廃 

棄物処理業、建設業、その他）、区民、それぞれの役割を明確化し、円滑な相互連携の実現に資する

こと。 

 

 

○自然災害のうち主に地震災害を対象とする。地震災害とは、地震動により直接生ずる被害及びこれに 

伴い発生する津波、火事、爆発その他の異常な現象により生ずる被害をいう。 

○災害廃棄物に加えて、通常の家庭ごみ・し尿、平常時において区が収集を行っている事業系一般廃棄 

物、あわせて処理している産業廃棄物についても、同時に収集・運搬することが想定されるため、本

計画の対象に含めて検討する。 

 

 

「首都直下地震等による東京の被害想定」（平成 24 年東京都防災会議）における被害想定のうち、最大

の災害廃棄物発生量が見込まれる東京湾北部地震(Ｍ7.3、冬の 18 時、風速 8m/s)により推計を行った。 

  

  

 

 

 

衛生的な処理 

生活環境の保全及び公衆衛生を確保するため、災害廃棄物処理の優

先度を考慮し、被災者の生活ごみやし尿について最優先としながら、

適正な処理を確保しつつ、円滑かつ迅速に処理を行う。 

安全性の確保 
宅地での解体作業や仮置場での搬入・搬出作業において周辺住民や

処理従事者の安全性の確保を徹底する。 

分別・再生利用の推進 
災害廃棄物の処理、処分量を削減するため、災害廃棄物の分別や再

生利用、再資源化を促進する。 

環境に配慮した処理 災害廃棄物の処理現場の周辺環境等に十分配慮して処理を行う。 

経済性に配慮した処理 
公費を用いて処理を行う以上、最少の費用で最大の効果が上がる処

理方法を可能な限り選択する。 

区民やボランティアとの協力 
生活ごみ・し尿、片付けごみ等の排出・分別ルールをわかりやすく

広報し混乱を防ぎ、区民やボランティアと協力して分別を徹底する。 

共同処理及び関係機関との連携  

特別区で連携し、一体となって清掃一組・清掃協議会・都・事業者

と緊密な連携を図りながら処理を行う。また、処理能力が不足する

場合には国、他自治体などの協力・支援を受けて処理する。 

 

 

 

                         

                        

                

                               

 

 

  

・組織体制の検討：都と特別区の連携を前提とした組織体制 （総務班/受援班/資源管理班/処理班）  

・情報収集・連絡：関係部署との情報連絡体制の構築 （収集内容/収集時期/収集担当部）  

・協力・支援（受援）体制：関係機関との連携体制の構築 （自衛隊/警察/消防/国/都/関係団体等） 

・道路啓開に伴うがれき処理：処理の流れ、役割分担、重機・搬入車両等の確保、事前調整  

・公費解体に関するがれき処理：処理の流れ、庁内協力体制、解体業者の確保、事前調整 

・仮置場等の確保：仮置場等の類型、設置時期、候補地指定プロセス、必要な資機材 

・応急集積場所の確保：救助活動や道路啓開により生じたがれきの一時的な仮置場   

・地区集積所の確保：区民が片付けごみを自ら持ち込む一時仮置場(被害が大きい地域の公園等に設置)  

・一次仮置場の確保：応急集積場所のがれき、地区集積所の災害ごみ、解体がれきの分別・保管場所 

・二次仮置場の確保：焼却、破砕、選別などの中間処理前の仮置場（特別区内に数箇所設置） 

・資源化物一時保管場所：再利用可能となった資源物の一時保管場所（原則、二次仮置場に併設） 

・最終処分：中間処理後の残渣等を埋立処分（特別区と都で連携して実施） 

・仮置場等の原状復帰：仮置場における土壌調査等環境測定の実施手順等 

・し尿処理方法の検討：発生量の推計、必要資機材の推計、災害用トイレの分別排出 

・生活ごみの処理方法の検討：生活ごみ発生量の推計、避難所ごみの発生量の推計 

・区民への事前周知：災害廃棄物の分別・排出方法、排出場所など 

 

 

継続的な計画の見直し 

計画の目的 

計画の対象 

災害廃棄物発生量 

災害廃棄物処理の基本的考え方 

災害廃棄物の処理の流れ（がれき） 

災害廃棄物対策（平常時） 

災害廃棄物対策（初動期）≪１か月まで≫ 災害廃棄物対策（応急期）≪３か月まで≫ 

４

３

２

１

５

６

７ ８

災害廃棄物対策（復旧期）≪３年まで≫ 

   約 101 万 t がれき    124,797L/日 し尿 
      約 108t/日 

     （うち避難所ごみ約 23t/日） 
ごみ 

10 

警察・消防・自衛隊 応急集積場所 

区 

区民 地区集積所 一次仮置場 二次仮置場 

中間処理施設 最終処分場 

救助 

片付けごみ 

 

広域処理 

建物 
解体 

・初動体制の構築、区民やボランティアへの周知 

・特別区の連携、災害廃棄物処理実施計画の作成 

         がれき                         

①被害状況の把握  ②道路啓開実施      

③応急集積場所設置 ④協定先協力要請     

⑤地区集積所設置  ⑥有害物質の処理      

⑦発生量推計、処理能力把握 ⑧処理方針策定 

⑨一次仮置場の設置 ⑩公費解体範囲決定    

⑪貴重品、思い出品等取扱い ⑫都への応援要請 

        し尿・ごみ                  

①被害状況の把握   ②避難所開設状況把握  

③仮設トイレ等の確保 ④実施計画       

⑤地区集積所の活用  ⑥収集運搬体制確立   

⑦協定先・都への要請 ⑧収集・運搬      

①発生量、要処理量、処理可能量の見直し 

②公費解体範囲の公表 ③国庫補助金対応 

④特別区で連携した処理 

９

①公費解体受付準備 ②公費負担がれき処理 

③進行管理及び計画の見直し  

④仮置場の原状復帰 ⑤特別区で連携した処理 

・教育、訓練を実施し、計画を検証する。 

・計画をもとに課題を検討し、実効性を高める

ために、継続して計画を見直していく。 

道路啓開 

※中間処理：可燃ごみの焼却、不燃ごみの破砕、選別処理等 
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